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■要 旨
子ども虐待に対するソーシャルワーク実践において、子どもの権利条約のキ
ーワードである「子どもの最善の利益」の証を如何に示すことができるかを検
討し、永年の課題であるリサーチとプラクティスの連携実現の可能性を探っ
た。法制度の中に、ファミリー・メインテナンス（実家庭維持の手続き）とパ
ーマネンシー・プランニング（安定した成長環境としての家庭的環境を保障す
るための援助計画）に基づくデュー・プロセス（法的に裏付けられた援助手続
き）が位置づけられているかどうかによって、日本的フェーズ型プラクティス
・モデルになるか、アメリカ的フロー型プラクティス・モデルになるかが決ま
ることを指摘した。この両プラクティス・モデルに基づき、最善の利益の証と
してのプロセス・エビデンスとアウトカム・エビデンスをデータベース
（DB）化するシステムの開発（デザイン・アンド・ディベロップ）経緯とシス
テムの特徴を述べた。2つの DB システムは、SLB（street-level bureaucrat）と
してのソーシャルワーカーが持つ裁量のネガティブな側面を抑制し、ポジティ
ブな面を支援するナビゲーションシステムでもある。フロー型ナビ DB シス
テムの方が、最善の利益を実現しようとするソーシャルワークのアカウンタビ
リティをわかりやすく示せることを論じるとともに、リサーチとプラクティス
の協働にも貢献する可能性があることを示した。
キーワード：子どもの最善の利益、子ども虐待、エビデンス、SLB（street-level
bureaucrat）、修正デザイン・アンド・ディベロップメント（M-D
&D）、ナビ DB システム、リサーチとプラクティスの協働
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1 はじめに
2003年 11月の社会保障審議会児童福祉部会の報告書において社会的養護
のあり方が示された。その冒頭に「子どもの最善の利益」という表現が登場
する。「子どもの最善の利益」は、児童福祉法が幾度となく改正されてきた
にもかかわらず、一度として真正面から取り上げられなかった基本理念であ
る。
1989年に国連において採択された「子どもの権利に関する条約」（子ども
の権利条約）の第 3条は、一般には子どもの「最善の利益」条項として知ら
れている。その第 1項には、「児童に関するすべての措置をとるに当たって
は、公的若しくは私的な社会福祉施設、裁判所、行政当局又は立法機関のい
ずれによって行われるものであっても、児童の最善の利益が主として考慮さ
れるものとする」と記されている。子どもに対するあらゆる処遇は、子ども
の最善の利益を考えて、されなければならないということである。しかし、
残念なことに、最善の利益とは何かについての記述は見あたらない。
ただ、子どもの権利条約の序文には次のような記述がある。
……家族が、社会の基礎的な集団として、並びに家族のすべての構成員、特に、
児童の成長及び福祉のための自然な環境として、社会においてその責任を十分に
引き受けることができるよう必要な保護及び援助を与えられるべきであることを
確信し、児童が、その人格の完全なかつ調和のとれた発達のため、家庭環境の下
で幸福、愛情及び理解のある雰囲気の中で成長すべきであることを認め、児童
が、社会において個人として生活するため十分な準備が整えられるべきであり、
……
これは、子どもが社会において成長し、一人の人間として生活できるよう
になるためには、家庭環境という「成長の場」が極めて重要であり、必要不
可欠であることを明確に示すものである。こうした家庭環境を保障すること
が、子どもの処遇に際して考慮しなければならない最善の利益であると考え
ることができる。したがって、社会保障審議会児童部会［2003］の報告に見
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られるように、何らかの理由で実家庭に留まれない子どもを社会の手で養護
するという「社会的養護」のあり方に、「子どもの最善の利益」という基本
的な概念を持ち込むことによって、日本ではなかなか根付かない社会的養護
における「家庭的養護」の重要性を再認識しようという動きも当然のことと
言える。
しかし、最善の利益を具体的にどう捉え、それを如何に示すかという大き
な課題が残る。すなわち、ソーシャルワークにとっては、最善の利益を操作
化し、子どもにとっての最善の利益の証を、誰が見ても理解できるようにす
るという大きな課題が残るのである。本稿では、この子どもの最善の利益を
如何に示すか、すなわち、最善の利益の証（エビデンス；evidence）をソー
シャルワーク・プロフェッションとしてどう考え、どう実現するのかを検討
することによって、リサーチ（調査研究；research）とプラクティス（実
践；practice）の接点を考える。ソーシャルワークの永年の課題である両者
の橋渡しを、筆者らが取り組んできた開発的調査プロジェクトについて触れ
ながら考えてみたい。
2 最善の利益：証を求め続けるアメリカ
2. 1 子ども虐待に対するソリューションとしての 74年法
「殴打された子ども症候群」（battered child syndrome）がアメリカの市民を
震撼させたのは 40年余り前のことである。Henry Kempe は、1961年のアメ
リカ小児学会大会のプログラム委員長として学際的な会を企画し、子ども虐
待の事例を報告した。そして翌年、学会誌に掲載された論文にも、実の親か
ら惨酷な虐待を受けた子どもたちの姿がなまなましく描かれた［Kempe, et
al., 1962］。子ども虐待は、瞬く間に大きな社会問題として認知されること
となった。1968年、Helfer と Kempe は『殴打された子ども』（The Battered
Child）と題された本をシカゴ大学出版から刊行したが、今日に至るまで子
ども虐待に関するもっとも詳細で信頼のおける専門的テキストブックとして
改訂、再版を重ねている［Helfer & Kempe, 1968 ; Helfer, et al., 1997］。
「子どもの最善の利益」の証（エビデンス）を求めて 361
アメリカでは世論の後押しを得て、1974年に「児童虐待防止および処遇
法」（Child Abuse Prevention and Treatment Act）が成立した。この法律は、
「子どもたちの命を救う」ことが至上命令であった。虐待を受けている子ど
もたちは「救命」と「保護」の名の下に、虐待者（ペネトレータ；penetra-
tors）としての親からつぎつぎと引き離された。こうして引き離された子ど
もたちは、施設や里親家庭で保護され、命の安全は保障された。新法は効果
を発揮したのである。しかし、子どもたちは大切な成長の場を失うことにも
なった。子どもを取り上げられた家庭が、何もせずに、再び子どもを受け入
れられるようになる訳ではない。専門的、非専門的な援助が必要となる。し
かし、そうした援助がない状況では、結果として、子どもたちは戻ることの
できる成長の場を失うこととなる。虐待を受け、保護された（家庭から引き
離された）子どもたちは、家へは戻れず、里親や施設を転々とすることとな
った。ドリフト（drift）あるいはリンボー（limbo）と呼ばれる現象であ
る。74年法は予期せぬフローを内包していた。
2. 2 「子どもの最善の利益」のアメリカ的解釈：
80年法の「パーマネンシー」とアメリカ的最善の利益の普遍性
子どもたちは安定した成長の場を必要としている。アメリカ社会がこの単
純な事実を理解するのにかなりの時間を要した。その理解を助けることとな
ったのは、Goldstein ら［1979］の研究であった。彼らは、膨大な研究成果
をまとめた著書（Before the Best Interests of the Child）の中で、子どもたち
は心理的な親（psychological parent）のいる安定した家庭的環境（family）を
必要としていることを裏付けている。この場合の親は、必ずしも生みの親
（biological parent）である必要はなく、しっかりとした心理的な絆を育むこ
とのできる成人であればよい。そうした大人のいる物理的、機能的な場が家
庭的環境であるとしている。これが「子どもの最善の利益」のアメリカ的解
釈と言ってよいであろう。しかし、これはアメリカの社会、あるいは欧米の
社会を越えて普遍的意味を持つと筆者は考えている。そして、それは冒頭で
触れたように、より普遍性を持つ「子どもの権利条約」の序文や第 3条の中
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にも読み取ることができるのである。
Goldstein らの研究が、国家の政策（policy）を変え、法律を生み出し、制
度を作った。そして、アメリカの歴史において大きな意味を持つ「養子縁組
支援および児童福祉法」（Adoption Assistance and Child Welfare Act）が 1980
年に成立することになる。政策は、世論が政治家を動かし、世論への政治的
対応として比較的短期間で作られる場合と、問題を理解するための計画的な
調査研究に基づき時間をかけて作られる場合があるとされる［Pecora, et al.
eds., 1992］。前者は、時を得た対応として効果を発揮する場合もあれば、場
当たり的、対症療法的政策として短命に終わることもある。後者は、時を逸
して期待されたほどの効果を発揮しない場合もあれば、本質をつく重厚な政
策として歴史を変え、長命であることもある。この Goldstein らの研究成果
に基づく児童福祉政策と 80年法は、ドリフト現象に対する世論の成熟と、
現象を理解するための長期的、計画的な調査研究の成果との産物であり、ア
メリカの歴史を変え、今日もなお影響力を持続している。
2. 3 パーマネンシー実現のデュ ・ープロセス：最善の利益の証としての手順
パーマネンシー法として知られる 80年法には 3つの特徴（原則）がある
とされる［Schuerman, et al., 1995；芝野編著，2001］。漓もっとも拘束の少
ない方法での援助（least restrictive alternatives）、滷適切な援助努力（reasonable
efforts）、澆パーマネンシー・プランニング（permanency planning）である。
図 1に援助手続きのフロー・イメージを示したが、これに沿って 80年法に
基づくデュー・プロセス（due process；法に基づく正当な手続きで、専門職
には遂行の義務と責任があり、援助対象者には適切に遂行されるよう求める
権利がある）を概観する。
まず、虐待を受けていると判断された子どもは、直ちにペネトレータであ
る親あるいは保護者から引き離されるのではなく、子どもの成長環境として
の家庭を維持するために（家庭維持；family maintenance）、適
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がなされる。こうした努力にもかかわらず、家庭を維持することができない
と判断された場合は、子どもを親（保護者）から引き離し、家庭外へ措置す
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ることについて審問がなされる（要保護審問；dependency hearing）。家庭外
措置が必要であると判断されれば、親権（parental rights）は少年裁判所（ju-
venile court）に移され、子どもの成長のための環境を整えるために適
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であり、子
どもにとっては実家庭（birth family）にもっとも近い安定した家庭的環境を
提供することになるからである。養子縁組が難しい場合には、長期的な里親
家庭や施設（現在はほんのわずかしかない）への措置が選択肢となる。日本
では社会的養護を家庭的養護としての里親委託と施設養護としての児童養護
施設措置を区別しており、前者を家庭的環境の提供と捉えているが、アメリ
カでは法的および心理的拘束性という点でこれらの養護形態は同等と考えら
図 1 80年法に基づくパーマネンシー・プランニングの簡略プロセス
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れている。こうした措置が叶わない場合には自立援助と独立（emancipa-
tion）が選択肢となる。
2. 4 安全性とパーマネンシー、そしてウェル・ビーイング：
結果としての証を強調する 97年法
アメリカのパーマネンシー法は、幾度となく改正され、1997年の「養子
縁組および安全家族法」（Adoption and Safe Families Act）に至る。この法で
は、パーマネンシー・プランニングのハイアラーキは、個々の子どもと家庭
の事情に合わせて柔軟に対応できるものへと変化する。さらに、虐待を受け
た子どもを緊急一時保護（protective custody）したり、家庭外措置（temporary
custody）したりする場合は、より速やかに子どもに対して安定した持続的
な家庭的環境（パーマネンシー；より安定した恒久的な成長環境）を保障す
るために、ペネトレータとしての親（保護者）を含む家族への直接的援助に
よって家庭環境を改善し、安全性を確保する。それによって、家族再統合
（family reunification）、それが叶わない場合には、より迅速な養子縁組を行
うことが、一層明確に示された。
このセイフ・ファミリーズ法は、安全性（safety）とパーマネンシー、そ
してウェル・ビーイング（well-being）の実現をゴール（達成目標）とする
法律である。ゴール達成のプロセスが重要なことはもちろんであるが、この
法律はプロセスよりも結果（results）をより重視する法律であると言ってよ
い。97年法は、この援助努力の結果として安全性、パーマネンシー、そし
てウェル・ビーイングが達成されたかどうかを明確に示すことが社会の「説
明責任」（accountability）であることを明らかにした。
意外ではあるが、アメリカは未だに子どもの権利条約を批准してはいな
い。しかし、見てきたように、アメリカは最善の利益を踏まえたパーマネン
シー法（80年法）とセイフ・ファミリーズ法（97年法）に基づき、最善の
利益のためのデュー・プロセスとその結果としてのゴールを明確にしてい
る。アメリカが子どもの権利条約を批准しない理由として、伝統的な孤立主
義、子どもの自律権や社会権に対する抵抗といったことがあるとされる。し
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かし、むしろそこには最善の利益を保証するための法的手続きがすでにある
という自負が存在すると筆者は考えている。これまでの最善の利益の証を明
らかにしようとする努力の積み重ねと、そうした努力をこれからも継続して
行こうという強い意志がはっきりと読み取れるのである。
3 子どもの最善の利益：証の要としての法制度
3. 1 日本における子どもの最善の利益の位置づけ：
場当たり的な新法と法改正による子どもの最善の利益の不在
日本では 10年余り前から、子ども虐待（child abuse and neglect）が紙面
にたびたび登場するようになった。子ども虐待対応に特化した民間機関（当
時は任意団体「児童虐待防止協会」、現在 NPO 法人）が大阪に誕生したの
は 1990年のことである。その後、児童相談所における虐待の処理件数は幾
何級数的な増加を示し、世論と政治を動かすこととなった。そして、2000
年に「児童虐待の防止等に関する法律」（児童虐待防止法）が与野党合意の
議員立法として成立した。しかし、この法には子どもの最善の利益の記述は
ない。日本では児童虐待防止研究会（JASPCAN）など全国的な民間組織の
結成による活発な活動が示すように、民間が公的な対応をリードした。
日本が子どもの権利条約を批准したのは、条約が国連で採択されてから 5
年後のことである。批准にともなって法律が新たに作られることはなく、児
童福祉法の運用により対応がなされた。したがって、日本では未だに子ども
の最善の利益は法的にきちっとした形で位置づけられてはいないのである。
これに対して国連から厳しい注文が付いていることは周知の事実である。そ
の後の児童福祉法の改正、そして児童虐待防止法成立とその改正は、ハイ・
プロファイルな事件の報道や世論の動向、そしてさまざまな政治的思惑に対
して、その都度対処するという形で行なわれている。刹那的、場当たり的、
対症療法的な政策と立法の典型的例であると言えよう。
このような状況からもわかるように、日本には、子どもの最善の利益を具
体化するパーマネンシー・プランニングは、当然のことながら、存在しな
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い。その影響が、頻繁に起こる児童相談所の専門家らしからぬ対応に顕著に
現れている。極論かもしれないが、日本の子ども家庭ソーシャルワークには
アカウンタビリティを示す手段がないことを暴露していることになる。世論
は瞬間的に熱せられ、政治もそれに無条件反射的に反応し、一貫性のない新
法とマイナーな法改正が行なわれる。その後、熱は急速にさめ、次のハイ・
プロファイルな事件が起こるまで何の対応もないということの繰り返しで、
抜本的な改革などというものはない。日本ではパーマネンシーという理念が
定着し、熟成しないのである。
3. 2 バックボーンのない法制度：デュー・プロセスとゴールの不在
こうした環境では、子どもの最善の利益の証を求める動きはほとんどな
い。日本では、子ども虐待に関する通告は、一般市民も専門職も児童福祉法
第 25条によって義務づけられており、児童虐待防止法によって強化された
が、通告先である児童相談所の対応は自治体によってまちまちである。2004
年の改正児童福祉法が施行され、児童相談所機能の一部が市町村に移り、ま
すます対応の差は大きくなっている。また、明治の民法によって定められた
親権が今も効力を持つという事実と、子どもの最善の利益に裏付けられたパ
ーマネンシーの理念が不在であるという状況の下では、家
 
庭
 
維
 
持
 
のための適
 
切
 
な
 
努
 
力
 
がなされず、家庭外措置による子どもの保護、家庭復帰と家族再統
合が、親権をそのままにしながら行われている。虐待を受けた子どもへの援
助は、司法の関与も少なく、法に裏付けられ、履行が義務づけられた手続き
（デュー・プロセス）に基づく安全性の確保と恒久的な家庭的環境の提供と
いうゴールなしに進められることになる。目先の安全確保と救命のみが目標
ということになり、計画性のない刹那的な援助となってしまう。長期的な安
全性、成長の環境の確保（パーマネンシー）、そしてウェル・ビーイングと
いう達成目標を見定めた援助の実現にはほど遠い。ソーシャルワーカー（児
童相談所の児童福祉司および市町村家庭児童相談室のワーカーなど）は、目
先の安全という薄明かりのみを頼りに、まさにジャングルの中を地図や装具
を持たずに進むことになってしまっている。子どもの最善の利益の証には、
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バックボーンとなり得る法制度が必要なのである。
4 最善の利益の証をリサーチ可能とするには：
フローかフェーズか
アメリカと日本という事情のまったく異なる 2国を比較し、子どもの最善
の利益の法制度的位置づけと、それに基づくデュー・プロセスおよびゴール
の有無を検討した。子どもに「心理的親のいる家庭的環境」を社会の責任と
して保障する仕組み、すなわち子どもに「安全で安定した成長の環境」を用
意することが、子どもの最善の利益を実現することである。その証としての
法制度化されたパーマネンシー・プランニング（process）と、その結果（re-
sults）としての安全性、パーマネンシー、ウェル・ビーイングが確かなゴー
ルとして明文化されていなければならない。
4. 1 プラクティショナ・リサーチャ
筆者は、子ども虐待に対する専門的援助においてソーシャルワークのアカ
ウンタビリティを示すことができる実践モデルの開発に取り組んできた。関
心は、児相相談所における子ども虐待への対応をケース・マネジメントとし
て捉え、そのプロセスをデジタル情報として保存し、適宜援助実践にフィー
ドバックすることによって専門的実践の質を高めることにある。
かつて、ソーシャルワーク実践の評価は、ノモセティック（nomothetic；
集団を用い、普遍的結論を得ようとするアプローチ）あるいはサメイティブ
（summative；累積的、要約的な結論を得ようとするアプローチ）評価が主流
で、客観性を保つために、評価者あるいはリサーチャ（researcher；調査
者）は、プラクティショナ（practitioner；実践家）自身ではないのが原則と
されていた。しかし、そうした研究の成果がプラクティス（practice；実
践）で活用されないことが多く、リサーチとプラクティスの断絶が憂慮され
た［芝野，2004 b］。リサーチの専門家が普遍性や法則性を求めて行う調査
は、主に平均的、説明的、そして静的な知識（static knowledge）を提供す
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る。しかし、プラクティスにおいて求められるのは、個別的で、援助におい
て役立つ力動的な知識と技術（dynamic knowledge and skills）なのである
［Schuerman, 1983］。Jayaratne と Levy［1979］は、ソーシャルワークにおけ
るリサーチの教育は、リサーチの専門家が行う調査結果を利用するコンシュ
ーマ（consumer）としての教育では不十分で、自らリサーチを計画、実施
し、プラクティスに反映できるように教育訓練する必要があると訴えた。
「プラクティショナ・リサーチャ（practitioner-researcher）」の概念である。
リサーチとプラクティスの谷間を埋める必要性は、その後も訴え続けられ
ているが、期待されたほどの成果はない。しかし、近年 Gibbs と Gambrill
［1999］は、調査結果を批判的に読み取り、プラクティスに反映させる具体
的な方法（critical thinking）を提示し、エビデンスに基づく実践（evidence-based
practice ; EBP）の重要性を訴えている。ソーシャルワークにおける EBP の
重要性は、急速に認知されるようになって来てはいるが、まだ、リサーチ結
果のやや高度なコンシューマとしてのソーシャルワーカの役割といった色彩
が濃い。筆者は、プラクティショナ・リサーチャとしての EBP の重要性を
訴えてきた［芝野，2004 a ; 2004 b］。プラクティスにおいてリサーチを実
施し、その結果をプラクティスに反映するというプラグマティックなサイク
ルの重要性である。子どもの最善の利益のためのソーシャルワーク実践、す
なわちケース・マネジメントは、こうしたプラクティショナ・リサーチャと
してのソーシャルワーカーが自らリサーチを実施し、その結果を活用しなが
ら援助を行う EBP なのである。
4. 2 リサーチとプラクティスの橋渡しとしての EBP：プラクティス・モ
デルの開発
ソーシャルワークは他の隣接する専門職に比べて、具体的な実践の手続き
が少ないということが古くから指摘されている［Thomas, 1978 ; Reid, 1979 ;
Mullen, 1978］。にもかかわらず、大きな改善が見られない。これはことに日
本において顕著であると言える。さまざまなところで、問題への新たな対応
として、さまざまな実践方法が生み出されてはいるものの、それを広く普及
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フェーズI 
問題の把握と分析 
Assessment and Analysis
開始 
Start
終了 
End
フェーズII 
叩き台のデザイン 
Designing Tentative Practice Model
フェーズIII 
試行と改良 
Pilot Testing and Improvement
イテレーション 
Iteration
フェーズIV 
普及とあつらえ 
Dissemination and Tailoring
（dissemination）するためのモデル化は希である。明確に普及を目的とした
研究開発（R & D）が必要となる。普及を目指して開発され、モデル化され
た実践手続きをプラクティス・モデル（practice model）という［Reid &
Smith, 1981；芝野，2002 a］。
Rothman と Thomas［1994］は、普及を前提とした研究開発の手順を「デ
ザイン・アンド・ディベロップメント」（Design and Development : D&D）
と名付けた。筆者は、この D&D を、リサーチャだけではなくソーシャルワ
ーク・プラクティショナが現場にお
いても実践モデルの開発ができるよ
うに修正、簡略化し、M-D&D とし
て公にした［芝野，2002 a］。M-D&
D の詳細をここで説明する余裕は
ないが、ごく簡単に説明すると、次
のような 4つのフェーズからなるプ
ラクティス・モデルの開発と普及の
手続きである（図 2参照）。漓問題
の把握と分析のフェーズ、滷叩き台
のデザインのフェーズ、澆試行と改
良のフェーズ、そして潺普及とあつ
らえのフェーズである。第 3フェー
ズでは叩き台としてのプラクティス
・モデルを試行し、改良を繰り返し
ながらモデルを洗練していく。この
プロセスはイテレーション（itera-
tion）と呼ばれ、M-D&D の重要な
特徴となっている。改良された最終
モデルは、第 4フェーズで宣伝・普
及を試みるが、モデルを活用する実
践現場に合うようにカスタマイズさ 図 2 M-D&D のプロセス
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れる。この普及とあつらえのフェーズも M-D&D の大きな特徴となってい
る。
プラクティス・モデルの開発と普及は、リサーチとプラクティスの連携の
上に初めて成り立つものであり、その意味において、ソーシャルワークの永
年の課題であるリサーチとプラクティスのギャップを埋めるものであると筆
者は考えている。そして、こうして生み出されたプラクティス・モデルは
EBP の実現に貢献することになる。
4. 3 子どもの最善の利益を実現するプラクティス・モデル
プラクティス・モデルの開発は、EBP の実現のためだけではない。もう 1
つ実践的意義がある。それは、援助対象者あるいは利用者（user）と直接接
触する専門職に共通するジレンマのソリューションとしての意義である。
Lipsky［1983］は、官僚組織の末端で働く専門職をストリート・レベル・ビ
ューロクラット（street-level bureaucrat ; SLB）と呼び、組織の末端でさまざ
まな束縛を受けながらも大きな裁量権（discretion）を持つ存在であるとし
た。ことにソーシャルワークのような領域では、ニーズ量が常にサービス量
を超えており、そうした状況では SLB の持つ裁量権が、サービスの公平性
を決定することになるとしている。SLB は、利用者を援助するに当たっ
て、サービスについての情報提供や、マネジメントをどれくらい、どのよう
に提供するかについてかなりの裁量権を持っている。したがって、サービス
の提供に際して、特定の利用者を優遇したり、あるいは冷遇したりという不
公平が起こりやすくなる。ただ、裁量権があることによって、SLB は限ら
れたサービス資源を、平等ではなく、より多くを必要とする人により多くを
確実に提供できるのも事実である。かつて Perlman［1922］は、プラトンの
ことばを用いて、ケースワークの本質を“Treat unequal things unequally.”と
表現し、個別援助としてのケースワークがケースワークたり得る所以である
とした。SLB の裁量権はまさにこのためにあると言ってよい。しかし、SLB
は、裁量権を有効に行使し、より必要とする人のところにより多くのサービ
スが提供されるようにしたいのだが、不公平は避けなければならない。SLB
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はジレンマに陥る。これは組織にとっても同じである。SLB の裁量を活か
し、平等ではなく公平なサービスを実現したいが、不公平を生み出す危険性
があり、それを最小限にとどめるという極めて難しい問題解決を迫られるこ
とになるのである。プラクティス・モデルを開発し、それを援助のガイドと
して、あるいはナビゲーションとして活用することは、こうした SLB の裁
量権にまつわるジレンマに対して 1つのソリューションを提供することにな
る。SLB の裁量の利点を活かし、弱点を最小化するようなプラクティス・
モデルの開発が必要であると、筆者は考えている。
このように考えてくると、子どもの最善の利益の証を明確に示すことは、
漓パーマネンシーの理念に裏付けられた法制度が確立していること、滷そう
した法制度を踏まえたプラクティス・モデルがデザイン・アンド・ディベロ
ップされていること、そして澆プラクティス・モデルをマニュアル化（より
具体的な手続きとガイドラインを示すことで、詳細なデュー・プロセスであ
ると考えることができる）し、SLB であるソーシャルワーカーの裁量をモニ
ターして、緩やかに抑制しながら、その裁量を有効に発揮させることによっ
て、公平で質の高い実践へと導くことが必要となる［芝野，2002 a ; 2002 b］。
4. 4 フローかフェーズか
筆者らは、厚生労働省の研究助成により、児童相談所において子ども虐待
ケースに係わる児童福祉司のためのプラクティス・モデルを開発した。筆者
は、このモデルが日本における子どもの最善の利益の証に対するソーシャル
ワークのソリューションの 1つになりうるのではないかと考えている。しか
し、これを開発する過程において大きな問題に直面した。前節でも述べたよ
うに、日本では児童福祉法にも児童虐待防止法にも、子どもの最善の利益の
ために不可欠なパーマネンシーの理念がなく、したがって、最善の利益のた
めの援助プロセスを評価するデュー・プロセスもなければ、そうした援助結
果を評価するゴールもない。場当たり的な立法とその微修正である法改正の
積み重ねが法をつぎはぎだらけのものにしてしまい、そもそも児童福祉法あ
るいは児童虐待防止法が何のために必要なのかを見失わせるところまで来て
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しまっている。児童福祉司の対応も、場当たり的で、目先の問題解決のため
だけに行動することになっている。むしろ「行動しない」ことの方が多いと
言ってもよい。さらに、幾何級数的に増え続ける虐待ケースに対応する専門
職の数は微増に留まっており、それが SLB としての児童福祉司がその裁量
権を間違った方向に用いやすい状況を作り上げているのである。数年前に筆
者らが実施した A 市児童相談所の児童福祉司に対する聞き取り調査から、
そうした現状が浮き彫りとなった［木村ほか，2002］。当時の厚生省が開発
した『子ども虐待対応の手引き』［厚生省児童家庭局監修，1999］を基に、
児童福祉司の手引きからの逸脱行動を分析した結果、不十分な情報に基づく
意思決定が慢性化しており、手引きに示されている援助プロセスと具体的手
順、すなわちそうであらねばならないはずの援助フローからの逸脱が著しか
ったのである。法は存在し、手引きとしてのデュー・プロセスらしきものも
示されてはいるが、プロセスを支えるバックボーンとしてのパーマネンシー
の理念が存在せず、結果としてゴールも存在しないために、ケース援助を進
める上で必要な援助計画（処遇指針）を立て、それに相応しい適
 
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援
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 
努
 
力
 
がなされていないのである。SLB が、その裁量により、フローからの逸
脱として典型的に見られる「決断をしないという決断」をしてしまい、フロ
ーから大きく逸脱することになっていたのである。日本ではフローを描く以
前に、基本的な意思決定を確実に行うということを問題にしなければならな
かったのである。児童福祉司が法によって裏付けられた一定のプロセスを進
むようにガイドするのではなく、プロセスを進む際に通過する意思決定フェ
ーズ（decision making phases）において、最善の意思決定ができるようにガ
イドするプラクティス・モデルが必要であることがわかったのである。
一方、アメリカなどのように、子どもの最善の利益のためのパーマネンシ
ーが理念として明確に位置づけられ、それに基づくデュー・プロセスとして
のファミリー・メインテナンスとパーマネンシー・プランニングが存在し、
そうした援助計画遂行の結果を評価するための基準となるゴールが存在する
場合には、フローを描くことができる。そのフローに照らして援助活動とし
てのワーカーの行動と、子どもおよび家庭の状態（ゴールとしての安全性、
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パーマネンシー、そしてウェル・ビーイング）を丁寧に記録することが子ど
もの最善の利益の証（エビデンス）となる。したがって、バックボーンのあ
る法制度の有無がフェーズ型かフロー型かを決めることになると考えること
ができる。
5 子どもの最善の利益のためのプロセス・エビデンスと
アウトカム・エビデンスを明確にする仕組み
本節では、筆者らが開発してきたプラクティス・モデルの構造と特徴を紹
介し、リサーチとプラクティスの連携について考える。プラクティス・モデ
ルについては、日本の法制度下でのフェーズ型プラクティス・モデルとアメ
リカの法制度下でのフロー型プラクティス・モデルを紹介し、それらを比較
しながら、子どもの最善の利益の証に対するソーシャルワーク的、専門的ソ
リューションの内容について検討する。そして、SLB としてのソーシャル
ワーカーが、このプラクティス・モデルを活用して援助を行うプロセスをモ
ニターし、データベース化する仕組を検討しながら、プロセス・エビデンス
とアウトカム・エビデンスの蓄積と活用の重要性について述べる。
5. 1 2つのプラクティス・モデル：フェーズ型とフロー型
これまで見てきたように、児童福祉や子ども虐待に関する法が、子どもの
最善の利益を明確に位置づけているかどうかによって、デュー・プロセスと
してのフロー（flow）を描くことができるのか、それとも援助プロセスにお
ける意思決定（decision making）フェーズ（phase）のフレキシブルな組み合
わせとして描くべきなのかが決まると考えられる。したがって、実際の虐待
ケース対応において、SLB であるソーシャルワーカーを導くプラクティス
・モデルも、フェーズ型（phase-mode）とフロー型（flow-mode）とがある
と考えられる。
フェーズ型プラクティス・モデル（phase-mode practice model）は、児童
福祉法あるいは児童虐待防止法の中に、「子どもの成長の場としての安全で
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安定した家庭的環境を社会的責任として保障すること」が子どもの最善の利
益であると明記されていない状況で、虐待を受けた子どもを援助する場合の
モデルである。日本の場合は、児童福祉法に定められた公的機関として子ど
もに関するありとあらゆる相談に応じなければならない児童相談所が、強制
保護的な介入を必要とする初期援助と、家族の再統合や子どもと家族の自立
に向けた非強制保護的援助（子どもや家族との良好な人間関係を重視する援
助）を必要とする中・後期援助の両方を行わなければならないという状況が
ある。すなわち、ワーカーは厳しい顔と優しい顔を演じ分けなければならな
いのである。また、法的に裏付けられたデュー・プロセスが明確ではなく、
援助の手続きが業務指針や手引きとして示されているに過ぎない状況もあ
る。さらに、援助の目標が、安全で、パーマネントな成長環境の提供であ
り、そうした環境で子どもの健全な成長あるいはウェル・ビーイングを達成
することであることが明確にされないまま、短期、中期、長期の援助目標を
ソーシャルワーカーの裁量で計画させることになってしまっている状況があ
る。加えて、家制度のなごりが色濃い明治の民法に基づく強い親権を認めた
まま援助を行わねばならない状況もある。こうした諸々の状況が、全国に 180
カ所ほどある児童相談所の対応に大きなバラツキを生み出し、ワーカーの場
当たり的対応を許しており、実践で用いることのできるフローが描けないの
である。「一時保護」や「立入調査」、「28条申立」といった意思決定フェー
ズを中心とし、そのフレキシブルな組み合わせとしてプラクティス・モデル
を作らざるを得ないことになる［芝野，2002 b ; 2003 ; 2004 b ; 2004 c］。
厚生労働省児童家庭局［1999 ; 2000］が公にした『子ども虐待対応の手
引き』や筆者らの調査結果から、子ども虐待ケースの援助には、図 3にお
いて菱形で示されるような、重要な意思決定を迫られる場面が存在すること
が確認された［木村ほか，2002］。これらの意思決定フェーズは、地域での
虐待発見に基づく児童相談所（あるいは福祉事務所）への通告に対して一時
保護を検討するなど、児童相談所による緊急かつ強制保護的な対応が必要と
なる初期段階から、十分な情報を把握し、分析した上で、在宅処遇あるいは
施設処遇といった処遇方針を決定し、遂行する中期段階、そして、家庭復帰
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ナビ実行歴 フェイスシ トー1 コンタクトログ リスクアセスメント ナビ一覧 施設・保護 受付・処理 クリックで拡大↑ フェイスシ トー2 フェイスシ トー3 フェイスシ トー4 フェイスシ トー変更 
「一時保護」実行歴 
「立入調査」実行歴 
「処遇」実行歴 
「終結」実行歴 
「強制引取」実行歴 
「28条申立」実行歴 
「家庭復帰」実行歴 
「虐待外対応」実行歴 
「リスクアセスメント」実行歴 
一時保護 
リスクアセスメント 
虐待外対応 
終結 
家庭復帰 
強制引取 
28条申立 
処遇 
立入調査 
や家族再統合を決定し、遂行する終結段階といった援助プロセスの中の要所
に位置づけられている。さらに、こうしたフェーズを精査すると、図 4に示
すような 8つのフェーズが確認された［芝野，2002 b ; 2003, 2004 c］。図 4
図 3 日本的子ども虐待ケース対応のマネジメント・プロセス
図 4 フェーズ型プラクティス・モデルに基づく実践ナビ DB システムの意思決
定フェーズとリスクアセスメント配置
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に示すように、日本的な法制度下での実践をモデルとしたフェーズ型プラク
ティス・モデルの場合、こうした重要なフェーズは線形の（linear）フローと
してではなく、非線形の（non-linear）進行において、可逆的であったり、
フェーズをジャンプしたりすることもあり得る。したがって、フェーズ型モ
デルの場合は、図 4のようにフェーズを円形に配置することによってその
特徴が表現できる。また、子ども虐待ケース対応の要となるリスクアセスメ
ントは、繰り返し行われ、アップデートされなければならない。そして、ア
ップデートされたアセスメント結果に基づいて各フェーズのより詳細な意思
決定を行う必要がある。このことを図では、円形に配置された意思決定フェ
ーズの中心にリスクアセスメントを据えることによって表現している。
こうしたフェーズ型プラクティス・モデルでは、個々の意思決定フェーズ
の独立性が強く、それぞれを独立した意思決定ユニット、すなわちモジュー
ル（module）としてモデル化することが可能である。それぞれの意思決定フ
ェーズの独立したモジュールは、IF＝THEN ルール（もし一定の情報があれ
ば＝IF、特定の援助を実施する＝THEN というルール）に基づく意思決定が
核となった手続きのまとまりと考えることができる。こうしたモジュールの
特徴は、SLB としての児童福祉司がそれぞれのフェーズの核である意思決
定（たとえば、一時保護をするかどうか、立入調査を行うかどうかなど）を
正しく行えるように、SLB の負の裁量を適度に抑制し、適切な行動を導く
機能、すなわちナビゲーション機能と、OTJ（現任訓練）としての教育的機
能を備えていることである［芝野，2004 c］。
一方、フロー型プラクティス・モデル（flow-mode practice model）は、子
どもの最善の利益の理念が明確に位置づけられた法制度が存在する場合のモ
デルである。アメリカの 80年法（パーマネンシー法）あるいは 97年法（セ
イフ・ファミリーズ法）に見られるように、ファミリー・メインテナンスと
パーマネンシー・プランニングから成るデュー・プロセスが明確である場合
に可能であると考えられる。図 5～8は、カリフォルニア州フレスノ郡の
DCFS（Department of Child and Family Services）が作成した子ども虐待対応
のデュー・プロセスである。4つに分解して示されているが、これを繋ぐと
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1つのマネジメント・フローになる。図 5は通報（あるいは送致）に基づき
地域と連携して行われるインベスティゲーション（investigation；取り調べ
という意味を含むこのことばが使われるが、子どもの安全確認のための調査
の手順である）の段階である。フレスノの場合は、ニュージーランドで開発
され、10年ほど前からアメリカで注目を集めている、ファミリー・グルー
プ・コンファレンス（family group conference）を導入している点が先駆的で
ある。これは拡大家族を含め、まずは家族の力で問題解決を行えるように援
図 7 フレスノ郡デュー・プロセス 3：ファミリー
・メインテナンス、要保護審問と家族再統合
図 5 フレスノ郡デュー・プロセス 1：通報と調査
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助するものである。図 6は緊急一時保護（emergency protective cutstody）の
段階であるが、家庭復帰への自発的な努力を積極的に援助している。この 2
つの初期段階では、こうした適
 
切
 
な
 
援
 
助
 
努
 
力
 
の中で家庭の維持（ファミリー
・メインテナンス）が試みられる。
図 7は、子どもが保護（家庭外措置；アメリカの場合はほとんどが里親
委託である）された場合の公式な家庭維持が試みられる段階である。家庭復
帰と家族再統合が明確なゴールとして位置づけられている。そして、こうし
図 8 フレスノ郡デュー・プロセス 4：パーマネンシー・プランニング
図 6 フレスノ郡デュー・プロセス 2：ファミリー・メインテナンス
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たデュー・プロセスに従った努力がうまく行かなかった場合に、図 8に示
すようなパーマネンシー・プランニングが実施される。80年法で明確化さ
れたハイアラーキが見直され、養子縁組が最優先されるが、法的後見人制度
や独立（emancipation）援助のオプションも明確に位置づけられており、子
どもの最善の利益を保証する仕組みをはっきりと見ることができる。こうし
たフロー型プラクティス・モデルの場合は、法的に定められた手続きに SLB
としてのワーカーがどの程度従うか、すなわちワーカーのコンプライアンス
（compliance）をモニターする仕組みを組み込むことが可能となる。また、
事前の教育訓練を徹底することによって専門性と援助の質を高める手段を明
確にすることも可能である。したがって、ワーカーの行動とその質を高める
ための努力が外部から見えやすくなり、アカウンタビリティの観点からも好
ましいということになる。
筆者が COE 指定研究として現在取り組んでいる国際版の開発では、図 9
図 9 フロー型プラクティス・モデルに基づく実践ナビ DB システムのフロー
のエッセンス
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に示すように、フロー型プラクティス・モデルに基づき、各国の事情あるい
は各地域（自治体）の事情に合わせて柔軟に対応できるように、子ども虐待
ケース対応のマネジメント手続きのエッセンスだけをモデル化している。こ
のモデルには、通報を受けて、ケースが子ども虐待ケースに当てはまるかど
うかをスクリーニングする通報対応の手順が含まれているが、独立したモジ
ュールとしているために、この図には含まれていない。したがって、フレス
ノ郡のもののように通報登録センターへの送致（referral）から始まるフロー
とはスタート点が違って見える。しかし、通報対処の初期段階以降のプロセ
スは、フロー型として共通した特徴を示している。
日本的フェーズ型モデルからアメリカ的フロー型モデルへの移行は、各国
の法制度的な事情や専門職の成熟度、地域の諸事情といった違いを踏まえて
考えなければならない。プラクティス・モデルの開発に当たっては、この 2
国のモデルを両極に位置づけることによって、欧州やアジア、アフリカ、南
アメリカ諸国のモデルを、各国の違いに合った、フェーズ型、あるいはフロ
ー型としてデザイン・アンド・ディベロップすることが可能であると考え
る。
5. 2 プロセス・エビデンスとアウトカム・エビデンスのデータベース化
プラクティス・モデルがフロー型でも、フェーズ型でも、子どもの最善の
利益のエビデンスは、2つの方法でデータベース化することができる。1つ
はプロセス・エビデンス（process evidence）をデータベース化する方法であ
り、もう 1つはアウトカム・エビデンス（outcome evidence）をデータベー
ス化する方法である。データベース化の課題は、人に優しい対話型のインタ
ーフェースを持ち、データベースが要求するエビデンスを入力するプロセス
そのものが、SLB としてのワーカーをナビゲートし、援助を適切に導くよ
うな働きをするデータベース・システムとして作り上げることである。フェ
ーズ型にせよ、フロー型にせよ、意思決定に必要な情報を確実に収集し、速
やかに判断ができるようにワーカーを導くシステムであり、収集した情報や
判断がリアルタイムでデータベース化されるシステムである。筆者は、日本
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版フェーズ型プラクティス・モデルをこうした「ナビゲーション兼データベ
ース」のシステム（以下、「ナビ DB システム」とする）としてデザイン・
アンド・ディベロップしてきた。開発したシステムは目下、厚生労働省のモ
デル事業として 3つの自治体で試行・評価されている。前に説明した図 4
は B 自治体で導入し、試行・評価を開始しているもののフェーズ・モジュ
ールおよび援助進捗状況確認ページの概観である。外観や骨格は他の自治体
のシステムも同じであるが、すでに触れたように、現時点ではそれぞれの自
治体での援助プロセスがまちまちであるためにすべての児童相談所に共通し
たモデルが作れず、収集すべき情報のカテゴリーや名称、措置などに伴う帳
票類が異なり、かなりのカスタマイズがなされた。これが日本の現状をよく
示している。
アメリカ版のフロー型プラクティス・モデルは、シカゴ大学ソーシャル・
サービス・アドミニストレーション大学院およびカリフォルニア大学バーク
レー校のソーシャル・サービス研究所と協働し、21世紀 COE プログラムの
研究課題の 1つとして開発を進めている。図 9は、先述したとおり、フロ
ー型プラクティス・モデルのエッセンスをナビ DB システムとして開発し
た試作版の 1画面である。両プログラムとも汎用データベースのソフトウェ
アであるファイルメーカー Pro 6（FileMaker Inc.）を用いて開発した。この
段階で汎用ソフトウェアを用いる利点は、叩き台を開発する過程において特
徴的なイテレーション（iteration；よりよいシステムを開発するために試行
改良を繰り返すこと）による頻回な修正、改良に対応しやすいことである。
また、視覚的にわかりやすく、使いやすいインターフェースを容易に構築で
きることも利点である。ファイルメーカー Pro は、Windows OS と Macintosh
OS の両方に対応している数少ないソフトウェアであることも利点と言って
よい。弱点としては、現時点では個人情報の保護を最優先課題としており、
使用サイト（児童相談所）ごとのスタンドアローン・システムであるが、将
来、都道府県レベルあるいは全国レベルの広域ネットで使用することになる
と、検索での処理速度が壁となることが挙げられる。ただ、この叩き台とし
てのシステム開発が、広域ネット対応システムの開発を容易にすることは間
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違いないところである。
5. 3. 1 プロセス・エビデンス
プロセス・エビデンスについて考えてみたい。フロー型プラクティス・モ
デルでは、SLB としてのソーシャルワーカーが、子どもの最善の利益が明
確である法によって定められた手順（デュー・プロセス）に従って行動した
かどうかの記録がプロセス・エビデンスとなる。フェーズ型プラクティス・
モデルでは、ワーカーが各フェーズにおける意思決定を適正に行ったかどう
かがエビデンスとなる。すなわち、プロセス・エビデンスは、子どもが必要
とする安全で安定した成長環境としての家庭的環境が用意できたかどうかと
いうアウトカムとしてではなく、SLB としての専門的活動実績の形で示さ
ねばならない。すなわち、ソーシャルワーク・プロフェッションの適切な援
助努力（reasonable efforts）を説明すること、換言すればアカウンタビリテ
ィがプロセス・エビデンスであると言える。
図 10 フロー型ナビ DB システムのスクリーニング・モジュール
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フロー型プラクティス・モデルの場合のプロセス・エビデンスを、図 9
に沿って考えてみたい。図 9は、インベスティゲータ（取り調べ官）とし
てのソーシャルワーカーが、子ども虐待の程度を調査（インベスティゲーシ
ョン）するところから援助プロセスが始まるが、実際にはこれに先立ち、通
報に基づく情報からケースが虐待の定義に当てはまるかどうかをチェックす
るスクリーニング（screening）の段階がある（図 10）。アメリカの場合、す
べての通報は州都にある中央登録機関（central registry）に繋がる。そこで
は専門のトレーニングを受けたワーカーが、通報された内容が州で定める虐
待の定義に合致するかどうかを判断する。定義に当てはまると判断されたケ
ースは当該郡の DCFS（Department of Child and Family Services）に送致さ
れ、虐待ケースとして援助されることになる。図 10はイリノイ州クック郡
の定義に基づくスクリーニング手順をモデル化し、モジュールとしたもので
ある。図 9の珈と玳に示す初期段階では、送致を受けたワーカー（インベ
スティゲータ）は、実際に虐待が行なわれている（いた）かどうか、そして
その程度はどれくらいであるかを調査し、子どもを一時保護（protective cus-
tody）するかどうかを判断する。この判断は、イリノイ州の場合、中央登録
機関からの送致後、24時間以内に家庭訪問をするなどして行うことが義務
づけられている。判断基準は州によって異なるが、非常に克明な実地検証
（on-the-spot investigation）が課せられている。図 9の珈は、調査の結果、虐
待が認められたかどうか（indicated or not）を判断する箇所である。該当す
るレーダーボタンをクリックすると判断は記録され、データベースに蓄積さ
れる。これはスクリーニング段階でなされた虐待の定義に当てはまるかどう
かの判断ではなく、実際に虐待が行われているかどうかの判断である。前に
触れたように、この開発版はエッセンスのみをモデル化しており、インベス
ティゲーションでの細かなチェックリストとそれを活用することによって得
られるナビゲーションのモジュールは示していない。（イリノイ州で使用さ
れているチェックリストに基づくインベスティゲーション・モジュールは開
発済みであるが、州によって若干異なる。しかし、日本ほどの差はないの
で、カスタマイズはそれほど難しくはないと考えられる。）
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虐待が行なわれていると判断された場合、矢印に従って進み、ワーカーは
一時保護が必要かどうかを判断することになる（図 9の玳）。インベスティ
ゲータと一時保護決定以降のケース担当ワーカーとを別にしている州が多
い。それは、救命や虐待という犯罪行為の検証と、家庭維持や家族再統合な
ど関係性を重視しながら進められる援助とは、かなり性格が異なり、1人の
ワーカーが同時に 2つの顔を持つことは極めて難しいと考えられるためであ
る。すでに述べたように、日本では分業は珍しく、これがシステム作りに悪
影響を与えている。
図 9の玳で子どもが一時保護された場合は、48時間以内に子どもを家庭
外に措置（temporary custody）するのかどうかを、14の項目からなる CERAP
（Child Endangerment Risk Assessment Protocol）と呼ばれるアセスメント・ツ
ールを用いて判断する。図 11は CERAP の一部を示している。担当ワーカ
ーは、それぞれの主質問（大きな番号の付いている質問）に対して、収集し
た情報に基づき、安全かどうかをチェックする。ただし、主質問には補足質
問（小さな番号付きの質問）が付随する。これは主質問の危険性（非安全
性）を緩和する要因（mitigating factors）についての質問である。ワーカー
は、収集した情報に基づき、これらの補足質問に答えることによって、主質
問が緩和され、危険性が遠のくかどうかを判断する。CERAP のモジュール
では、ワーカーは情報を収集し、それに基づいて主および補足質問に答える
だけでよい。アプリオリにプログラムされた意思決定ルールに従って、プロ
グラムが答えを出す仕組みになっている。それぞれの主質問についての安全
と非安全は、入力情報をもとに組み込み済みの意思決定ルールによって決ま
るが、14項目を総合した総合的評価もアプリオリにプログラムされた意思
決定ルールに従って、CERAP 全体として安全か非安全かが判断される。あ
らかじめプログラムされているルールは、質問紙による量的調査や、エキス
パート面接による質的調査（エキスパート・モデリング）、そして文献調査
などから導かれた意思決定ルールであり、ルールが示す判断を尊重し援助を
行うことによって SLB としての裁量がワーカーの意思決定に及ぼす悪影響
を抑制することになる。しかし、意思決定ルールは決して絶対的、最終的な
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図 11 CERAP のモジュール
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ものではなく、改良の余地を残している。個々のケースについてのワーカー
の判断と援助目標の達成状況は、このナビ DB システムを使用することに
よって記録され、データベース化されるが、そうしたデータベースを分析す
ることによって、意思決定ルールを吟味・修正し、改良・進化させることが
できるのである。
フローに従いながらワーカーによって入力され、データベース化された実
践情報を、個々のケースについて時系列的に分析したり、まとまったケース
群を横断的に分析したりすることによって、意思決定ルールの改善やシステ
ム自体の改善を行うことによって、実践の質を高めたり、プラクティス・モ
デルを進化させたりすることが可能となる。これは、リサーチとプラクティ
スを結びつけることであり、プラクティショナ・リサーチャの養成に貢献す
ると考えられる。すなわち、ソーシャルワークの永年の課題を解決するのに
資することになると筆者は考えている。
プロセス・エビデンスは、このようにフロー型プラクティス・モデルをプ
ログラム化したナビ DB システムを用いて、SLB であるソーシャルワーカ
ーが、デュー・プロセスに沿って意思決定に必要な情報（IF 情報）と判断
結果（THEN 情報）を入力したデータベース自体であると考えることができ
る。これまで紙ベースのケース記録として残されてきたナラティブなアナロ
グ情報を、デジタル化し、蓄積することには根強い抵抗も見られる。実践情
報をデジタル化し、蓄積するために、筆者らが開発してきたナビ DB シス
テムは、慎重かつ徹底した調査研究によって重要であると判断された実践情
報や実践からのフィードバック情報を可能な限り拾い上げようとするシステ
ムではあるが、実践的に重要な情報を網羅することはとうていできない。し
かし、ソーシャルワーカーは、蓄積された膨大なナラティブ情報のごく一部
を活用しているに過ぎないという現実がある。実践情報をデジタル化し、整
理・蓄積（データベース化）することによって、活用の度合いが高まると考
えられる。
フェーズ型プラクティス・モデルにおけるプロセス・エビデンスの場合
は、子どもの最善の利益のためのパーマネンシーに裏付けられたデュー・プ
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リスクアセスメント 
Q01 子ども自身が保護を求めているか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q02 保護者が保護を求めているか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q03 未確認でも性的虐待の疑いが濃厚で当事者の訴えが切迫している 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q04 保護者の訴えが差し迫っているか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q05 性的虐待によりすでに重大な結果が生じている 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q06 虐待が原因で子どもに重大な外傷があるか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q07 子どもにネグレクトによる重大な結果はあるか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q08 乳幼児に対して虐待が行われる可能性が高いか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q09 生命に危険な行為がされる可能性が高いか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q10 性行為に至らない性的虐待がされる可能性が高いか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q11 新旧混在した傷、過去の入院歴があるか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q12 過去の児相介入歴はあるか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q13 保護者に虐待の認識・自覚がないか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
Q14 保護者の精神状態により、虐待を繰り返す可能性はあるか 
　　　 はい　　いいえ　　不明 
↓質問事項をクリックすると説明が表示されます。 
次へ 
リスクアセスメント 
保存 戻る 
ランクA
既に虐待が行われていることが明らか。虐待により子ども 
の生命に危機がある。 
●ランク 
判定結果 
ロセスがないために、フロー型の場合のように、フローに従って必要なデー
タを入力する形でエビデンスを得ることができない。図 4に示されている
ように、援助の展開に合わせて 8つのフェーズの中から適切なフェーズを選
図 12 リスクアセスメント・モジュール
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立入調査 
↓質問事項をクリックすると説明が表示されます。 
次へ リスクアセスメント参照 
Q  1　リスクが高いか 
　　　ランクA 
Q  2　子どもの安否の把握が困難であるか 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q  3　子どもの生活実態の把握が困難であるか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q  4　親子分離の必要性が高いと思われるか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q  5　一時保護の必要性が高いと思われるか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q  6　子どもの姿が長期間（2週間以上）確認できないか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q  7　保護者が呼び出しに応じないため接触できないか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q  8　保護者は非協力的で話し合いができないか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q  9　保護者の言動、精神状態不安定で子どもの安否が懸念されるか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q10　家族全体が閉鎖的か？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q11　強制引取後、保護者の加害が懸念されるか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q12　医療的手当が必要なのに屋内に引きこもっているか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q13　福祉に反する状況下で生活・労働させられているか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
Q14　室内で強制的に拘束されているか？ 
　　　　はい　　いいえ　　不明 
ナビ 
択し、そこで最善の意思決定を行ったかどうかということがエビデンスとな
る。たとえば、「立入調査」のモジュールであれば、まず、図 4の中心にあ
るリスクアセスメント（図 12に表示されたチェックリストを参照）を実施
した後、図 13の立入調査のモジュールを実行する。図 13をよく見ると、
リスクアセスメント結果が意思決定のための情報（設問）の第 1番目（Q
1）に自動的に反映される仕組みになっていることがわかる。収集した情報
に基づき 2番目（Q 2）以降の質問に答えることによって、立入調査の要否
が指示されるが、これはフロー型の場合と同様、徹底した調査結果から得ら
れたルールがアプリオリに組み込まれていて、それに基づく判断が示される
のである。
意思決定は、IF＝THEN ルールに従って、IF としての必要十分な情報
（質問リストへの入力）と、援助オプションから最善のオプション（optimal
alternative）を選択すること（THEN）である。フェーズ型ナビ DB システム
では、質問リストに入力された情報と、システムが選択したオプション、そ
してそのオプションをワーカーが実施したかどうか（しない場合は、その理
由）が、モジュールの実施に伴いリアルタイムでデータベース化される仕組
図 13 立入調査のモジュール
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みになっており、データベース化された情報がプロセス・エビデンスとな
る。
フェーズ型プラクティス・モデルに基づくシステムは、極めて複雑であ
り、自治体の事情に合わせたカスタマイズにかなりの時間を要する。また、
入力にも時間がかかるので、継続的な使用が難しくなることもあり得る。し
たがって、インターフェースをやさしくするために相当な工夫が必要である
だけではなく、入力に対するワーカーへのインセンティブも必要となる。し
かし、入力がきちんと行われれば、SLB としてのワーカーの行動を適切に
導くだけではなく、OJT に匹敵する教育効果も期待できるという利点があ
る。日本では、児童相談所の児童福祉司が行う援助に単純なミスが多く見ら
れ、それが悲惨な重大事件に繋がっていることを考えると、OJT としての
機能が期待できるフェーズ型プログラムの導入が相応しい。ただ、社会が成
熟し、法制度がさらに整備されればフェーズ型プラクティス・モデルと、そ
れに基づくフェーズ型実践ナビ DB システムはその役目を終えることにな
るであろう。
5. 3. 2 アウトカム・エビデンス
アウトカム・エビデンスは、安全性とパーマネンシー、そしてウェル・ビ
ーイングという援助の結果（results）に照らして判断できる証拠であると考
えることができる。すでに触れたように、アメリカの 97年法には、結果と
アカウンタビリティの焦点化が原則の 1つであると記されている。したがっ
て、フロー型プラクティス・モデルでは、専門的援助の結果として、安全
性、パーマネンシー、そしてウェル・ビーイングを示す事実が得られるかど
うかが、ソーシャルワークのアカウンタビリティということになる。インベ
スティゲーションから一時保護へのプロセスでは、収集された情報が、家庭
での見守り援助（intact family service）の妥当性を示していることが、安全
性を示す結果ということになる。一時保護された場合には、家庭復帰が妥当
であることを示すことが、援助を提供した結果としての安全性を示すエビデ
ンスとなる。ペネトレータである親に関する情報だけではなく、近隣や学校
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といった地域の情報、親戚などのキンシップ（kinship）についての情報、そ
して、子ども自身の精神的、身体的状態や子ども自身が訴える希望といった
情報が、実家庭の安全性とパーマネンシーを示している場合である。こうし
た子どもの状態や家庭環境の状態を示す情報もまたデータベース化され、援
助結果としてのエビデンスを形成することになる。
CERAP で安全ではないと判断され、正式な保護（temporary custody）を
行なうプロセスでは、援助にもかかわらず家庭外への措置が必要であること
を示す情報がエビデンスである。また、里親、親族里親あるいは児童養護施
設（アメリカではほとんどない）のケア担当者が子どもを理解し、よい信頼
関係を築き、子どもの育ちを援助することができるかどうか、またそうした
里親や施設を子ども自身がどのように捉えているかなどの情報が、家庭外措
置の必要性を示していることが子どもの最善の利益のためのアウトカム・エ
ビデンスとなる。こうしたエビデンスはデータベース化されることになる。
もちろん CERAP の結果自体もエビデンスであり、データベース化される。
家庭外措置が長引くような場合（家庭外の措置は原則として短期であること
が州法によって定められており、“temporary”という表現が使われている所
以であり、日本的フェーズ型モデルの場合とは異なる）、あるいは、CERAP
などによって家庭復帰が難しいと判断される場合は、パーマネンシー・プラ
ンニングがエビデンスということになる。パーマネンシー・プランニングが
養子縁組（adoption）なのか、長期里親あるいは施設養護なのか、それとも
子どもの独立への援助なのかといった決定と計画がアウトカム・エビデンス
であり、データベース化される。80年法ではこうしたオプションに明確な
ハイアラーキがあったが、97 年法ではハイアラーキは削除された。しか
し、リースト・リストリクティブ・オルタナティブズ（least restrictive alter-
natives；子どもの自由を法的に拘束することが最も少ない状態）の原則は生
きており、養子縁組のために最大限の努力をすることがソーシャルワーカー
の義務となっている。
このようにフロー型プラクティス・モデルのアウトカム・エビデンスは、
援助プロセスの中で、子どもの成長にとって安全で安定した（パーマネント
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な）環境を子どもに対して保障するための努力（reasonable efforts）がなさ
れ、その結果としてそうした環境が実現されているかどうかということにな
る。すなわち、安全性とパーマネンシーについてのエビデンスである。しか
し、3つ目のウェル・ビーイングに関しては、いまだ明確な定義はなく、ウ
ェル・ビーイングのエビデンスを、どの時点で、どのような情報（証拠）に
よって示すかが、大きな課題となっている。実は、これこそが子どもの最善
の利益の証のコアであるが、アメリカにおいてもウェル・ビーイングを示す
直接的証拠についての議論と研究が始まったばかりなのである。
フェーズ型プラクティス・モデルの場合は、フロー型プラクティス・モデ
ルの場合よりもアウトカムとしてのエビデンスを示すことが難しい。見て来
たように、フェーズ型プラクティス・モデルは、法制度の中にパーマネンシ
ーの理念がはっきりと位置づけられておらず、したがってデュー・プロセス
が曖昧である場合のソリューションである。エビデンスは、フロー型の場合
とは違って、安全性とウェル・ビーイングという 2つの側面が重視される。
しかし、パーマネンシーという考え方が明確にはないために、安全性とウェ
ル・ビーイングは刹那的なものであり、フェーズごとの確認となるために、
長期的な安全で安定した成長の環境と、それがもたらす子どものウェル・ビ
ーイングを達成目標とすることが極めて難しい。例えば、緊急一時保護は、
フレスノ郡の場合を見ても分るように（図 5～8 参照）、フロー型の場合
は、緊急の危機的状況からの保護であると同時に、ファミリー・メインテナ
ンスあるいはパーマネンシー・プランニングといった、さらに先の子どもの
最善の利益を考えつつなされる。それに対して、日本のフェーズ型の場合
は、一時保護は保護をしたことで完結してしまうことになる。フロー型の場
合は、緊急一時保護の間に、ペネトレータとしての親や家族に対してできる
だけの援助を提供し、子どもが家庭復帰するために安全で安定した成長の環
境を整えることがデュー・プロセスとして明確にある。しかし、フェーズ型
の場合は、一時保護をすることの目的が当面の危険回避あるいは救命だけで
あるかのように考えられており、2ヶ月を最長とする一時保護期間中に家族
環境を整える援助はほとんどなされないのが現状である。こうした状況で
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は、アウトカム・エビデンスは、ワーカーが一時保護の必要性を判断するの
に必要十分な情報を集めたかどうか、それに基づき一時保護がなされたかど
うか、そしてそれにより危険は回避できたか、救命に成功したか、というこ
とを記録に留め、データベース化するということになる。筆者らの開発した
フェーズ型ナビ DB システムも、フェーズごとに適正な情報の収集（IF）と
適正な専門的援助（THEN）の遂行についてのデータを入力し、データベー
ス化する仕組みになっている。加えて、そうした意思決定が適切であるかど
うかをスーパーバイザーがチェックする仕組みを組み込み、チェック結果を
エビデンスとして残すことができるようになっている。
フェーズ型プラクティス・モデルの大きな問題点は、子どもの最善の利益
と直結すると考えられるパーマネンシーを援助の結果（results）すなわちア
ウトカムとして評価できないことである。フェーズごとのアウトカム評価は
できても、全体としてのケース援助のアウトカム評価が極めて難しい。この
問題への答えとして、筆者らが開発したプログラムでは、あえて「家庭復
帰」のフェーズや「終結」のフェーズをモジュールとして用意した。しか
し、現状では、児童相談所の児童福祉司が処遇計画を作る場合に家庭復帰を
中長期的な目標として明記していないことが多い上に、親権を持つ親の強引
な引取に対応できないことが多い。そのような場合も想定して、強制的家庭
引取（「強制引取」）への対応もフェーズとしてモジュール化したが、そうし
た対応を手続きとして明確にしている児童相談所はほとんどないのが現状で
ある。終結のモジュールに関しても、「終結」というカテゴリーが存在しな
いところもあり、積極的な取り組みがなされているとは言えない。ただ、こ
うしたフェーズをきちっと実施できるようにしなければ、フェーズ型ではア
ウトカム評価が全くできないということになってしまい、ソーシャルワーク
としてのアカウンタビリティを示せなくなってしまう。
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6 おわりにかえて：リサーチとプラクティスの
協働によるプラクティス・モデルの M-D&D
6. 1 まとめ
本稿では、日本でもようやくことばとして見聞きされるようになった「子
どもの最善の利益」について検討しながら、法制度にパーマネンシーが明確
に位置づけられ、デュー・プロセスとしての援助手順が明確化されているか
どうかによって、フロー型プラクティス・モデルの開発が適当なのか、それ
ともフェーズ型プラクティス・モデルの開発が適当なのかを検討した。そし
て、フロー型プラクティス・モデルでは、ワーカーのデュー・プロセスに対
するコンプライアンスを忠実かつ明確にデータベース化し、分析して、その
結果をわかりやすく示すことが、子どもの最善の利益のプロセス・エビデン
スであるとした。アウトカムとしてのエビデンスについては、97年法の原
則の 1つである結果（results）とアカウンタビリティの重視に鑑み、安全
性、パーマネンシー、そしてウェル・ビーイングに関する具体的指標を見出
し、そうした情報をデータベース化し、分析することが必要であるとした。
筆者らがフロー型プラクティス・モデルとして開発してきたナビゲーション
兼データベース・システムが、こうした意味でのプロセス・エビデンスの生
成システムとしても、アウトカム・エビデンスの生成システムとしても、機
能しうると考えている。もちろん、今後も、実践現場での試行・改良は必要
である。しかし、このシステムの特徴は、データベースを継続的に分析し、
結果をフィードバックすることによって、システム自体にそうした改良の仕
組みが組み込まれている点である。
フェーズ型プラクティス・モデルは、現時点での日本の法制度にもっとも
相応しいモデルではあるが、プロセス・エビデンスとアウトカム・エビデン
スを示せるように、中長期的なゴールを視野に入れて計画的に援助を実施す
ることが難しい。「パーマネンシー・プランニング」ということばが意味す
るように、ソーシャルワークには計画性が求められる。しかし、フェーズ型
の場合は、そうした計画性が脆弱なのである。したがって、フェーズごとの
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意思決定の健全性、妥当性を判断できる情報をデータベース化することによ
ってプロセス・エビデンスを見出す以外に方法がないことになる。アウトカ
ム・エビデンスに至っては、何をどの時点で示すのかさえ見当がつかないこ
とになる。しかし、こうした問題点を含みながらも、筆者らが開発してきた
フェーズ型プラクティス・モデルは、現状の日本法制度下では最善のものだ
と考えている。やがて、パーマネンシーあるいはそれに近い理念が法に位置
づけられ、デュー・プロセスが明確に示された時点で、フェーズ型をフロー
型に変換することはさほど難しい問題ではないと考えており、国際的な標準
になると考えられるフロー型プラクティス・モデルをいずれ日本においても
開発、普及させることになろう。
6. 2 リサーチとプラクティスの協働
ここで例として取り上げたフェーズ型およびフロー型プラクティス・モデ
ルのナビ DB システムは、まだ、開発途上であり、M-D&D の第 3段階（試
行・改良の段階）から最終段階（普及の段階）の入り口にある。前者は厚生
図 14 ソーシャルワーク実践の実践的理論化：データベース化の循環的フロー
［芝野，2005］
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労働省のモデル事業としていくつかの自治体で導入され、評価が始まってい
る。本稿を執筆中に、大阪府で 2006年度よりフェーズ型ナビ DB システム
をすべての児童相談所に導入することを決定したとのニュースが飛び込んで
きた（『日本経済新聞』2005年 2月 26日朝刊）。まず、大阪が動き始めた。
見てきたように、ナビ DB システムは、実践における EBP を実現するソ
フトウェアとしてデザイン・アンド・ディベロップされてきた。このシステ
ムは、ソーシャルワークにとっては永年の課題であるプラクティショナ・リ
サーチャを具現するものであり、リサーチとプラクティスの協働（コラボレ
ーション）を実現するものであると考えている。筆者は、最近再び議論され
始めた「ソーシャルワークの理論化」について、プラグマティックなアプロ
ーチを提唱している［芝野，2005］。図 14は、その概観図である。図中の
右半分が示す臨床（実践）サイクルは、開発されたさまざまなプラクティス
・モデルが蓄積されたデータベースの中から適切なモデルを検索、選別し、
活用しながら実践を行ない、その結果が再び実践やデータベースにフィード
バックされる EBP サイクルを示している。また、図の中央および左部分が
示しているのは、プラクティス・モデルの開発（M-D&D）が、プラクティ
ス・モデルのデータベースを豊かにし、必要に応じてデータベースを刷新し
ていくイノベーション・サイクルである。中央上の検索エンジンの開発も重
要であるが、この説明については別の機会に譲りたい。
こうした実践に基づくプラグマティックなソーシャルワークの理論化は、
子どもの最善の利益のために虐待ケースへの援助プラクティス・モデルを開
発することにも反映されなければならない。また、こうしたプラクティス・
モデルを開発・改良し、データベースを豊かにしていくことが、ソーシャル
ワーカーの質向上に貢献することになると期待される。こうした期待と、そ
れに応える責任を自覚しながら稿を終えたい。
付記
プログラム・ソフトウェア開発では、（株）タンバリンプロデューサーズ荒牧菜美
氏から技術的協力を得た。感謝したい。
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■Abstract
In this study, I investigate how to manifest evidence of a “child’s best inter-
ests” one of the key phrases in the Convention on the Rights of the Child, in the
social work practice for child abuse and neglect. I have sought out possible ways
to bridge research and practice, a longstanding challenge in the field of social
work. The research indicates that the existence of legally imposed due process (le-
gally backed assistance procedures) based on family maintenance (procedures for
keeping birth families intact) and permanency planning (plans to ensure that a
child has a family environment that provides them a stable place to grow) deter-
mines whether a society develops a Japanese phase-based model or an American
flow-based model of social work practices. This article describes the history be-
hind the design and development of a system that creates databases of process evi-
dence and outcome evidence which can be used to show evidence of a child’s best
interests based on both practice models. It also describes the features of that sys-
tem. These two database systems also serve as a navigation system that constrains
the negative and supports the positive aspects of the discretion exercised by social
workers who operate as street-level bureaucrats (SLB). I argue that the flow-based
navigated database system more clearly expresses the accountability of social
workers who are attempting to act in the child’s best interests and has the poten-
tial for contributing to the integration of research and practice.
Key words : child’s best interests, child abuse and neglect, evidence, street-level bureaucrat
（SLB）, Modified Design and Development（M-D&D）, Navigational Database
System, integration of research and practice
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